
 

  

プラットフォーム事業者からのヒアリング 当日の質疑への回答② 

目次 

1. ファクトチェック団体や他のメディアとの連携の在り方・課題について            ・・・P.1 

2. 情報発信者の収益化の停止・無効化に関するポリシーの日本国内での運用状況 

（件数、具体的な事例など）について                                             ・・・P.1 

3. 選挙関連ポリシーの日本国内での運用状況直近の国政選挙に際しての認知件数、 

通報件数、対応件数など）について                                               ・・・P.2 

4. AI 生成コンテンツへの対策（選挙時の対策、自動ラベル付け、ポリシーによる 

対応など）及びその運用状況（ポリシー違反の件数など）について                   ・・・P.3 

5. ミュンヘン安全保障会議に際しての「選挙における AI の不正利用に対抗 

するための技術協定（ミュンヘンアコード）」締結を受けて日本国内で 

実施予定の取組について                                                         ・・・P.4 

6. 電子透かしやフィンガープリント技術を、全てのユーザーや 

データが識別・認識されているわけではないインターネットの世界に 

どのように拡張していくのかについて                                             ・・・P.5 

7. 日本で偽・誤情報対策に関するガイドラインや行動規範を作る必要性・ 

妥当性について                                                                 ・・・P.6 

8. なりすまし対策（削除等対応の具体的な条件など）について                         ・・・P.8 

9. 政治広告の制限（制限の内容や具体的な条件など）について                         ・・・P.9 

10. 利用者からの通報受付体制について                                               ・・・P.10 

11. IT 業界における共同の取組を成功させ、継続させていくために 

重要なことは何かについて                                                       ・・・P.10 

12. 日本語のコンテンツへの対応状況の集計・開示の可否について                       ・・・P.11 

13. 日本語を母語とする／専門とするコンテンツ 

レビュワーの人数について                                                       ・・・P.11 

14. 監督委員会への評価について                                                     ・・・P.12 

15. 自動モデレーション技術をすり抜けてコンテンツが公開され、 

問題となった事例について                                                       ・・・P.13 

16. 児童の保護に関する特別な配慮（プロファイリング規制等） 

の有無について                                                                 ・・・P.14 

17. コンテンツモデレーションの段階ごとの線引きについて                             ・・・P.14 

18. 警告ラベルの種類について                                                       ・・・P.15 

19. 信頼できる情報を目立たせる（いわゆるプロミネンス）取組について                 ・・・P.15 

20. 国内の研究者への API 等を用いたデータ開示に係る課題・ 

悩み・連携可能性等について                           ・・・P.15 

21. 日本国内で選挙や自然災害時に実施した対応及びその効果                         ・・・P.17 

22. 選挙期間中にコンテンツの削除の判断をするために 

必要な期間について                                                           ・・・P.18 

23. 検索サービスでのモデレーションに関する 

日本の状況について                                                           ・・・P.18 

24. ニュースフィードのパーソナライゼーションについて                             ・・・P.19 

25. 検索エンジンにおける、情報の信頼性の確保について                             ・・・P.20 

26. 外部からの情報提供の重要性、日本における取組への影響について                 ・・・P.21 

27. コンテンツモデレーションの機能の有効性を社内で評価する取組について           ・・・P.21 

28. コミュニティノートを実際に導入した前後で、 

偽・誤情報の流通・拡散状況に何らか影響                                       ・・・P.22 

29. コミュニティノート等、ボランティアベースの取組の限界について                 ・・・P.23 

30. スパムと分類された投稿の中に、誤情報あるいは虚偽情報に該当する件数について   ・・・P.24 

31. コミュニティノートの運用の透明性について                   ・・・P.24 

32. コードを公開することによる一般利用者へのリーチについて            ・・・P.25 

参考資料１９－２－２ 



1 

 

 

（設問） Google Meta TikTok Japan Microsoft X 

ヒアリング当日の質疑応答より 

1.ファクトチェック団体や他のメデ

ィアとの連携の在り方・課題につい

て 

・メディアリテラシー等の重要性を

グローバルで認識。 

・ファクトチェックや Google News 

Initiativeで人員削減があっても、

外部の機関やファクトチェッカーな

どと連携して取組を実施。 

・質の高い信頼できる情報を優先的

に表示する一方、偽・誤情報であり

得るものにはフラグをするため、フ

ァクトチェック組織・コミュニティ

をサポート。 

・YouTube でビデオファクトチェッ

クを容易にできるよう投資。 

・2023年 6月、世界中のファクトチ

ェッカーを招待し、ファクトチェッ

クビデオの作り方など共有。 

・ファクトチェック組織に様々なツ

ールを提供。 

・2022年後半、ポインターインステ

ィチュートに 1300 万米ドルの助成

金支出。 

・150 万米ドルを拠出して日本ファ

クトチェックセンター（JFC）の立上

げ支援。2023年には 140万米ドルの

投資。 

・特にアジア太平洋で様々なファク

トチェック組織が連携を取れるよう

支援。 

・4 月 2 日の国際ファクトチェック

デーでもたくさんの取組を予定。 

（言及なし） ・日本国内のファクトチェック機関

と連携できる可能性は常に継続的に

検討している。ぜひ引き続きいろい

ろな機関と意見交換させていただ

き、どのような可能性があるのかと

いう検討の機会をいただけたら。 

・現在連携している米国ベースのフ

ァクトチェック機関（Lead Stories）

との詳細のやり取りについては非公

表。ただ、日本のコンテンツモデレ

ーションにおいてもモデレーターか

ら Lead Stories に確認するなどし

ている。 

・モデレーターのトレーニングに力

を入れている。どんどん偽・誤情報

として新しいものが出てくる中で、

いかにそこのキャッチアップをして

いくのか、そしてそれをいかにモデ

レーションに反映していくのかにつ

いては努力が必要。 

・メディアとの連携という形は取っ

ていない。報道機関が自らアカウン

トを開設し、報道の自由・表現の自

由の関係で TikTok Japan は意図的

にタッチしないという整理。 

・ファクトチェック結果がなかなか

広まらないという問題について支援

できることはないかということを考

えており、例えば、日本ファクトチ

ェックセンターに TikTok アカウン

トを作っていただいて、より確かな

信頼できる情報の発信者として、

TikTok の中で情報を発信していた

だくというのができたらよいのでは

ないかと考えている。 

・Tech Accord の中でもコミットし

ているとおり、メディア等々との連

携は非常に重要で、必須。アメリカ、

ＥＵだけでなく、世界各国において、

そのような連携が今後必要。 

・我々の方からもメディアにしっか

りと連絡をし、アウトリーチをして

いこうという計画で、まだ具体的に

日本のどこということは把握はして

いないが、広範にやっていく。 

・同時に、選挙や災害時に何かあっ

た際に、テック企業とコミュニティ

がしっかりと連携することによっ

て、どの画像もしくは動画が本物な

のか、どれがＡＩが生成したものな

のかというのを分かるように、それ

を判断するための情報などもしっか

りと啓蒙していきたい。 

・どういった情報が誤解を招くの

か、どういった指標があって、それ

をもって判断できるのかといった検

索に必要な知識などもしっかりと啓

蒙して、ほかのＳＮＳ、OpenAIなど

とも連携しながらやっていきたい。 

（言及なし） 

2.情報発信者の収益化の停止・無効

化に関するポリシーの日本国内での

・YouTube のクリエイターが収益化

のために YouTube パートナープログ

（言及なし） ・Creator Rewards Program につい

て、コミュニティガイドライン違反

（言及なし） ・具体的な、例えば、アカウントを

停止したといった具体的な定量的な
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（設問） Google Meta TikTok Japan Microsoft X 

運用状況（件数、具体的な事例など）

について 

ラム（YPP）への登録申請を行う際、

コミュニティガイドライン、ポリシ

ー等を全て遵守していることをレビ

ュー・確認。 

・YPPに登録したクリエイターへは、

広告がビデオ内で再生された場合

に、そのネットレベニューの 55%を

支払。 

・YPP に登録されたチャンネルにお

いて、広告掲載に適したコンテンツ

のガイドラインに違反するものがあ

った場合、掲載される広告の数が減

少。場合によっては YPPの資格自体

を喪失（広告宣伝からのレベニュー

シェアだけでなく、他の収益化機会

も喪失）。 

・例外的な場合だが、コミュニティ

ガイドラインへの繰り返しの違反や

悪質なコンテンツに関しては、チャ

ンネル自体を削除する場合もある。 

のコンテンツはそもそも対象外。コ

ミュニティガイドライン違反した履

歴があるとかそういうことも判断さ

れている。したがって偽・誤情報に

関するコンテンツには全く収益が還

元されていくことがない形で運営。 

統計については、ポリシー自体が具

体的に導入してからかなり日が浅

い、新しいポリシーということもあ

り、現状で皆様方に本日共有させて

いただける具体的な定量的な統計は

ない。 

・ただし、やはり問題のあるこうい

った投稿によって、これを金銭的に

利用していくということはあっては

ならないことで、このポリシーを厳

格に運用することによって、より高

いクオリティのコンテンツが掲載さ

れるということの大きなインセンテ

ィブになるというように期待。 

3.選挙関連ポリシーの日本国内での

運用状況（直近の国政選挙に際して

の認知件数、通報件数、対応件数な

ど）について 

・重要なのは信頼できる質の高い情

報を上に上げることと、コンテンツ

モデレーションを行って信頼できな

い情報をダウングレードしていくこ

と。 

・Thread Analysis Groupと連携し、

国内外の協調的な選挙介入に関する

情報を収集、業界内他社や法執行機

関と共有。 

・YouTube にもこうしたリスクを判

定するためのチームがおり、ユーザ

ーエクスペイエンスやコミュニティ

にとって有害なものを分析・研究。

最近は生成 AIに特化。選挙に関して

も選挙に特化したコンテンツモデレ

ーターがモデレーションを行い、ロ

ーカルランゲージでのサポートも実

施。 

・モデレーションのための機械学習

・ほとんどのデジタルコミュニケー

ションはインターネット上で行われ

るので、特定の国のものであるとい

った属性情報が必ずしもなく、した

がってある国に限定した情報を見る

ことはできない。 

・ある特定の国に対する評価尺度

は、その国に対して正確な情報が取

れるものにしていきたい。しかし、

各国政府から要求されるメトリック

スは非常に特定的なものであり、ど

のように対応していくかに関しては

現在議論中。 

（言及なし） ・日本に特化した情報というのは今

手元にはないが、幾つかマイクロソ

フトとしてコミットメントしておい

る。 

・虚偽の選挙関連の情報に関して、

こういったものが特定された場合に

は、削除を実施。そういったアクシ

ョンですとかアクティビティという

のは、透明性報告書（Transparency 

Report）の中で透明性を持って開示。

選挙の候補者や選挙当局から何か通

報があって、こちらでアクションを

取った場合、その対処についても透

明性報告書の中で開示を実施。 

・今年は世界中で多くの選挙が予定

されているため、そういった活動を

しっかりと報告するとともに、

LinkedIn では、既に Transparency 

Reportを開示。 

・様々な施策を含めて、こ非常に重

要であり、日本でも当然、これが具

体的にはプラットフォームのユーザ

ーの皆様、関連の皆様の安全性とい

うところの担保にもつながってまい

るため、留まることなく、鋭意強化

を進めてまいりたい。 
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（設問） Google Meta TikTok Japan Microsoft X 

にも投資。 

・総務省を含む政府、検討会構成員、

市民社会と連携を取っていきたい。 

・ファクトチェックの結果なども開

示。選挙に限ったことではなく、一

般的に誤情報・偽情報があった場合

の内容なども、こちらのレポートの

中で報告。 

4.AI生成コンテンツへの対策（選挙

時の対策、自動ラベル付け、ポリシ

ーによる対応など）及びその運用状

況（ポリシー違反の件数など）につ

いて 

・不実表示、プライバシー、なりす

ましといった様々な対策や、AI以前

から実施しているディープフェイク

等の対策を組み合わせている。 

・AI生成コンテンツへのラベル付け

に関する第 1 ステップとして、2024

年 2月に、YouTubeの AIツールを使

ったものに関する自動的なラベル付

与を開始。 

・第 2ステップとして、同年 3月に、

合成又は改変されたデータが実物に

近い場合にクリエイターにラベル付

けを求める取組を開始。継続的にラ

ベル付けをしないユーザーに関して

は、例えばコンテンツの削除、YPPの

資格停止その他のペナルティを検討

していく。 

・これらのペナルティはまだ一切科

していない。導入したばかりなので、

クリエイターにもある程度経験して

もらって新しいプロセスに慣れてい

ただく時間が必要。また、生成 AIを

使うことが悪いことといったメッセ

ージは出したくない。 

・クリエイターが自主的に開示する

ことを期待するが、選挙、ニュース、

金融、健康などのセンシティブなト

ピックにまつわるコンテンツの場合

は、強制的なラベル付与も行う。 

・クリエイターが合成又は改変され

たコンテンツであることを開示でき

るよう、テクノロジーにも力を入れ

ていく。 

・日本では、2023 年 Q3 において、

（言及なし） ・悪意ある投稿者が AI 生成ラベル

をつけてくれないのではないかとい

う点に関し、自動でラベルをつけら

れるような機能を開発中。 

・TikTok では AI を使ったエフェク

ト機能も出しているが、これを使っ

たコンテンツには自動的にその旨表

示されるようになっている。 

・AI生成ラベルをつけないなどのコ

ミュニティガイドライン違反に対し

ては必ず削除又はおすすめフィード

の対象外という形で対処。また、別

のガイドラインに違反することもあ

るので、生成 AIを用いているかどう

かだけではなく、他の観点でも審査。 

・ＡＩが生成した、もしくはＡＩに

よって修正されたコンテンツについ

て、マイクロソフトの製品を使用し

た場合、例えば、ＡＩイメージクリ

エーターやペイントといったような

製品を使うと、コンテンツの来歴と

いうものがラベルとして貼られる。

つまり、ＡＩで生成されたものなの

か、ＡＩで修正されたものなのかと

いったラベルが貼られるため、それ

によって、どういった状況かという

のが確認可能。 

・Tech Accord のマイクロソフトの

コミットメントとして、LinkedInも

含めて、ＡＩで生成されたものなの

かどうかというインディケーターを

ユーザーに対して提供するといった

取組も実施。 

・コンテンツの来歴を示すラベルと

いうのが、とても重要な要素。 

・ＡＩに基づくファクトチェックに

ついて、LinkedInとＢｉｎｇに関し

ては、クレームレビューというもの

があり、このファクトチェックはＡ

Ｉベースで自動で実施しているわけ

ではない。 

・Startと LinkedInに関しては、一

部自動でのコンテンツのモデレーシ

ョンなども行っているが、もし自動

で何か検出されて、適切でないとい

う判断がなされた場合にも、ユーザ

ーがそれに対して申立てをできるよ

うな機会を提供。表現の自由の一環

として言っている場合もあって、そ

・生成ＡＩについては、私ども非常

に高い関心を持って状況を今見守っ

ており、いろんな取決めがされてい

るということも認知。 

・いわゆるマニピュレーテッドメデ

ィアと呼んでいる形のメディアの問

題については非常に重要な問題だと

認識しているが、現在、私ども考え

ておりますのは、業界。 

・いわゆるＳＮＳであるとかという

限定的な業界ではなくて、具体的な

生成ＡＩに関係する、ＡＩ自体をモ

デリングを行っている、こういった

ものを提供している企業等も含めた

大きな枠組みでの各業界がしっかり

と連携をしていくということが、い

わゆるウォーターマーキングと言わ

れているような対策についても、い

かに広範に連携していけるかという

ところが非常に重要。 

・その一つの基本的に基盤となって

まいりますのが、ミュンヘンでのセ

キュリティカンファレンス。安全保

障会議、こちらで具体的に、こうい

う選挙なども含めた部分でのコミッ

トメントが合意されており、こうい

ったものを軸として、いかに広範に

業界全体、各業界横断的に対応して

いくかという視点が非常に重要。 
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（設問） Google Meta TikTok Japan Microsoft X 

コミュニティガイドラインに違反し

た動画 10万本を削除。そのうち 97％

は機械学習によって自動的にフラギ

ング。また、削除された動画のうち

93％は視聴回数 100 回以下。ある程

度日本のユーザーを安全に守ってお

り、悪いコンテンツも速やかに除去

できていると考えている。 

ういった場合に、何か正当な理由が

あれば申立てが可能。 

・弊社のオフィス・オブ・ＡＩのほ

うから、数か月以内にまた別の

Transparency Report、透明性報告書

というものを発表する予定で、その

中でも我々のポリシーなどが新たに

発表される予定。 

5.ミュンヘン安全保障会議に際して

の「選挙における AIの不正利用に対

抗するための技術協定（ミュンヘン

アコード）」締結を受けて日本国内で

実施予定の取組について 

・選挙の公正さに関し、①有用な情

報を有権者に伝える（質の高い信頼

できる情報を検索結果の上位に上げ

る）、②プラットフォームを不正から

守る（一連のポリシーや様々なツー

ルの利用）、③AI で生成されている

か否かを識別する、という 3 つの柱

で取組を実施。③に関し、例えば

YouTube では、改変又は合成された

動画であるというラベル付けをクリ

エイターに求めている。 

・選挙という観点から、Geminiに関

して非常に慎重なアプローチ

（Gemini が回答できる選挙関連の

クエリを制限）。 

・業界横断の取組に積極的に関与。

メインの取組として、①AIで生成さ

れたコンテンツであることをユーザ

ーに知らせる、②C2PA（コンテンツ

の来歴及び信頼性のための標準化団

体）。 

・ミュンヘンアコードだけでなく、

その他の取組も含め、ツールやトレ

ンド情報などの情報（ディープフェ

イクのデータセット、不正コンテン

ツのハッシュ値など）を共有し、そ

れによって悪意あるアクターが AI

を使って選挙に不正に介入しようと

して偽・誤情報を打ち出すのを防止。 

・この協定によって一夜にして何か

が変わるか、全ての選挙に関する課

題が解決されるかというと、そうで

はない。 

・この協定が結ばれた背景・土台と

して、有害な AIコンテンツからオン

ラインコミュニティを守るために重

要な一歩であるということが謳われ

ると同時に、各企業の継続的な取組

が基盤になっているという合意が存

在。 

・Metaとしては、①コミュニティガ

イドラインを厳正に執行していく、

②サードパーティファクトチェッカ

ーとのパートナーシップに基づいて

ファクトチェックを厳正に行ってい

く、③利用者のリテラシー向上のた

めの努力を引き続き推進していく、

④生成 AI によって生成されたコン

テンツにラベルを付けていく（ラベ

ル付けの技術をより洗練させ、また

オープンソース化することによって

他の企業も使えるような形にしてい

く）といった取組を進める。 

・日本で具体的にどのように対応す

るかはこれから検討。 

・Tech Accord の８つのコミットメ

ントについて、グローバルで選挙に

関して取組を実施。 

・日本だけではなく、世界的にイン

パクトが考えられる例として、１つ

目が、コンテンツの来歴。デジタル

ウォーターマーキング、または、サ

インをすることにより、ユーザーが

情報やビデオがどのような情報源か

ら来ているのか、それが権威ある情

報源なのかどうかを理解できるよう

にする。このコンテンツの来歴を使

うことで、例えば選挙に関係する当

局が、この情報やコンテンツに署名

をすることにより、しっかりとした

情報源から展開されているというこ

とをユーザーが理解をし、例えば何

か疑いのあるもの、もしくは誤解を

生むような情報があった際に、その

情報源に対して直接何か掛け合うこ

とができるようにする取組を実施。 

・検知の機能の強化として、例えば

様々な業界、また、様々な市場にお

いて、ＡＩが生成した選挙に関わる

虚偽の情報があった際に、それをレ

ポートができる、それを検知するこ

とができるようにしている。 

・候補者の方や担当の方が、例えば

ＡＩが生成した情報が画像であれ、

ビデオであれ、音声であれ、候補者

の方に関して生成されたものが何か

（言及なし） 
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誤解を生むものであるとか、虚偽の

情報であるとか、そういうことが生

じた際に、マイクロソフトのプラッ

トフォーム上にレポートをするポー

タルを開設し、そのような情報を共

有することが可能。それによって、

必要な是正措置、検証を行い、必要

があれば、そのような情報を削除。 

・権威ある選挙に関する情報、選挙

に関する当局から直接展開されてい

る選挙に関する情報を、Ｂｉｎｇサ

ーチまたはＢｉｎｇチャットで提

供。その信憑性もマイクロソフトに

おいて検証・担保しており、投票す

る際に、しっかりとした信頼できる

情報に基づいて判断することができ

るように取り組んでいる。 

・選挙に関する当局と連携すること

で、ユーザーに対してＡＩがもたら

し得る影響、インパクトについても

啓蒙活動を行い、ＡＩがもたらし得

るリスクを理解し、それにしっかり

と対処できるように教育プログラム

を提供するという取組も実施。 

6.電子透かしやフィンガープリント

技術を、全てのユーザーやデータが

識別・認識されているわけではない

インターネットの世界にどのように

拡張していくのかについて 

・C2PA にサインしたのは 2024 年 2

月であり、取組は始まったばかり。 

・非常に複雑な問題で、1 つの万能

薬はなく、複数のアプローチやテク

ノロジーを組み合わせて対策をして

くことが必要。 

・メタデータに関しても剥がすこと

が可能であるし、改ざんも可能。ウ

ォーターマークやフィンガープリン

トに関しても並べ替えたり編集をし

たりといった形で損なわれるおそれ

がある。 

・バランスについていろいろ考えて

いる。1つクリアなのは、生成 AIは

決して悪いものではない。YouTube

（言及なし） （言及なし） ・信頼性の向上について、第１ステ

ップとしてコンテンツの来歴がある

が、これは即効薬で全ての有害なコ

ンテンツを防ぐのに万能薬として効

くということではない。非常に重要

な要素ではあるが、信頼できる情報

源、例えば、メディアなどから画像

なり、音声なり、動画なりをしっか

りと信頼性を担保したところから入

手して、ユーザーに対して提供して

いく。 

・その中で、情報がどこから来てい

るのかを、ユーザー側でも考えるよ

うになる。例えば、ここにはコンテ

ンツ来歴というものがないとして

（言及なし） 
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のクリエイターはクリエイティブな

プロセスで生成 AIを利用。例えばス

クリプトの作成、アイデア出しなど、

生産性を上げるために生成 AI を使

っているだけであればラベル表示は

不要。また、合成コンテンツがどう

見ても現実的でない、実物的でない

のであればラベル表示は不要。 

も、ユーザー側でもリテラシーとし

て、どこから来ているのか、そして、

ほかにどういったところで本物の情

報であるということを確認すればい

いのかといった、そういったユーザ

ー側でのリテラシーというところも

あり、そのような形で、この足りな

い部分を補完。 

・２点目のポイントが、ハーモナイ

ゼーション、調和という点について、

テック企業、Googleとか、Ｍｅｔａ

といったところが、アドバイザリー

ボードということで、Ｃ２ＰＡを立

ち上げており、このＣ２ＰＡの標準

をもって一貫した形でガバナンスを

やっていこうという動きが高まって

いる。 

・これらともしっかりと調和をしな

がらやっていき、Ｃ２ＰＡは、透明

性のある形で、そして、オープンな

形で運用されているため、そういっ

たところから出てくる標準などを基

に、メディア側、そしてレポーター

側、またユーザー側とも調和を図っ

ていくというところが重要。 

・Tech Accord、Ｃ２ＰＡ等の様々な

取り組み・ツールなども出てきてお

り、特に今後、選挙ですとか、また、

ＡＩがさらに進化していく時代にお

いては、こういったものもしっかり

と取り入れて、足並みをそろえて調

和をさせていくことが非常に重要。 

7.日本で偽・誤情報対策に関するガ

イドラインや行動規範を作る必要

性・妥当性について 

・EUにおける行動規範やリスク軽減

のための取組といったアプローチが

全ての規制当局に対して適切なもの

かに関し、言及する立場にない。 

・世界中で様々なコードが存在し、

業界主導型のものもあれば、EUのよ

うに政府主導型のものもあるとこ

（言及なし） （言及なし） ・欧州委員会が、災害時や何か事象

が起こった際に対応のガイドライン

を出したことについて、最善の情報

を共有していくというところが非常

に重要。ヨーロッパ、そして、それ

以外の地域、国がこういった活動を

発表しているということは、非常に

（言及なし） 
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ろ、何がその国にとってベストかは

その国次第。 

・日本のステークホルダーとの取組

として、ここ 2、3年、意識啓発とい

ったユーザー向けの取組など様々な

協働の取組を、例えば SMAJや SIAと

ともに重ねてきた。今後、日本でぜ

ひスケールアップしていきたいと考

えているのは、例えばミュンヘンア

コードのような取組を日本において

具体的に展開していくこと。偽・誤

情報と戦うためのツール、データセ

ット、情報を、実践的な形で、業界

の様々なプレイヤーやファクトチェ

ック組織などと共有していく取組を

具体的に進める。 

重要。 

・何をレポートするのか、そして、

どういった情報を収集していくのか

というところに一定の一貫性を持た

せるというところが非常に重要。そ

れは対応がしやすくなるという観点

からではなく、やはり情報の信頼性

というところが高まるからというこ

とが重要なポイント。 

・複数の国で何度も何度もこういっ

た対応を複数回重ねていくことによ

って、一貫性を持たせることができ

る、それによって信頼性を高めるこ

とができる。日本とかそれ以外のほ

かの国も、こういったことを今後や

っていく際には、ＥＵやオーストラ

リアで行われていることを参照しな

がらやっていくことで、情報とか対

応のクオリティも上げていくことに

つながる。 

・政府、また様々な組織において、

この災害対策のプロトコルというも

のを持っており、それを基に、テッ

ク企業と様々な連携をして、どうい

った情報が入手可能なのか、どうい

った情報が有事の際に有益なのかと

いうところを理解し、有事の際に、

例えば、そういった情報にユーザー

がアクセスしているのかどうか、そ

の情報にアクセスする上で、どうい

ったパスをたどっているのか、例え

ば、どこのウェブサイトからＳＮＳ

に行って、またウェブサイトに戻っ

てきてといった、どのような流れで

情報を見ているのかというものをた

どれるようにしている。 

・テックインディケーターと呼ばれ

る情報をたどっていけるような仕組

みを、実際有事が発生するずっと前



8 

 

（設問） Google Meta TikTok Japan Microsoft X 

に立ち上げておく、確立しておくと

いうところがとても重要。 

・組織のインフラに一貫して組み込

んで、何かあった際に迅速にレポー

トをして、危機に対応していく、そ

ういった仕組みをあらかじめ整えて

おくというところが重要。有事が発

生すると、やはり情報も一貫して回

らなくなったり、様々な環境への混

乱等もあるため、何か起きる前に仕

組みづくりをしておくというところ

が重要。 

8.なりすまし対策（削除等対応の具

体的な条件など）について 

・不実表示のポリシーに基づき、当

事者が指示していないにもかかわら

ず、その当事者と関連している、又

はその当事者による指示を受けてい

るといったことを誤って提供するよ

うな広告やコンテンツは削除。繰り

返し行われているようであればアカ

ウント自体を削除。 

・より強固なポリシーとして、許可

されないビジネス手法に関してのポ

リシーに基づき、具体的に金銭を奪

う詐欺を行う目的で公的な人物との

関連性やその人の指示を謳っている

ものに対しては、より強固な対策。

すなわち、即座にアカウントが

Google Ads から停止され、二度と

Google Adsに広告を出稿できない。 

・特に公的な有名人のなりすましに

関しては長年取り組んでおり、さら

にポリシー等を強化していきたい。 

・ポリシーとして、金銭の搾取を目

的としたコンテンツは削除。有名人

の画像、偽の画像などを活用した広

告も対象。そういったコンテンツを

見たらぜひ報告をしていただければ

幸い。 

・上記ポリシーは、生成 AIを使った

ものか否かにかかわらず適用。その

コンテンツがどうやって作られたか

ということは関係ない。 

・ミスインフォメーションそのもの

だけでなく、虚偽の情報を伝えるニ

ュアンス等をも対象としている。 

・なりすまし行為をしたアカウント

の削除も行っている。 

・広告に関しては広告宣伝ポリシー

の中で、有名人の画像はその本人の

許可なく掲載してはならないとして

いる。 

・著名人のなりすまし、ロゴ等を無

断で使用した広告は、TikTok広告ポ

リシーの禁止コンテンツに該当。し

たがってそもそも表示される前に広

告審査ではじかれている。 

・なりすまし等の被害に遭った方か

ら通報いただける窓口も準備。見つ

けた瞬間にアプリ内から通報するこ

とも、ウェブ上のフォームで通報す

ることも可。 

・以上は広告だけでなく、一般コン

テンツ・投稿も同じ。 

・手元には具体的な数字がないた

め、LinkedInに日本での件数がどの

ぐらいなのかということを確認し

て、またフォローアップさせていた

だきたい。 

・スライドの中で、コンテンツが偽

情報でないかというモデレーション

をやっているという話があったが、

２０２４年１月の状況で、日本では

そういったものはないという形で認

識。 

・著名人の肖像を使ったような広告

に関しては、２つの取組を御紹介。 

・①弊社では、広告を御利用いただ

く際に認証プロセスというものを設

けており、必ず事前にベリフィケー

ションプロセスを経ないと広告を実

施することができないというような

形。これも完全ではないものの、ペ

イメント情報が必ずひもづくような

形になるので、非常に重要なプロセ

スの一つ。 

・②直近３月２２日から始まった

が、特定カテゴリーにおける広告運

用に関しては、事前に目視での広告

審査を強化するというようなことに

なり、幾つかのカテゴリーに関連す

るところで既に始まっているし、今

後も始まっていく予定。 

・そもそも弊社のポリシーで禁じて

おり、具体的には、他者の身元を示

す２つ以上の要素を使用した場合

は、これはポリシー違反という形に

なる。 

・極論、Ｘのアカウントを持ってい

ない方が、誰かに自分の名前と写真

ともろもろを使ってアカウントを作

られて嘘の投稿をされているみたい
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なことがあった場合、こういったも

のもポリシー上、ポリシー違反とし

て対応することが可能。 

9.政治広告の制限（制限の内容や具

体的な条件など）について 

・偽・誤情報に関するポリシーや不

実表示に関するポリシーがあり、広

告も含めたプロダクト全般に当ては

まる。例えば危険な広告、他者の名

誉を傷つけるような広告、選挙等の

民主的なプロセスを毀損するような

広告、市民社会に混乱を来すような

広告などを禁止。 

・選挙キャンペーンに紐付いた広告

は日本では不許可。 

・政治的な信条に基づいたターゲテ

ィングを広告で行うことも不許可。 

（言及なし） ・政治広告（政治に関する問題提起

をするような広告）は禁止。 

・広告審査は人と機械、両方でやっ

ており、かなり厳密に見ているので、

もちろんすり抜けるものもあるかも

しれないが、基本的にはリスクは比

較的低めなのではないかと考えてい

る。 

（言及なし） ・政治的なメッセージであったり、

実はなりすましであるとか、あるい

は、実際には関係のない政党との関

係者だというような偽ったＩＤを持

っていろんなものを投稿してくると

いうことも含めて、何らかの政治的

な意味を持ったものについては、３

つある。 

・①国家的なレベルで、例えば、ト

ロールファームを使ってフェイクア

カウントを大量に作成して投稿して

くる、こういったものが検知された

場合については、トロールファーム

の関連のアカウントについては止め

るということを行っており、あるい

は、これが明らかになりすましであ

って、本人ではないということが分

かったような場合についても、この

アカウントについて削除を実施。 

・②また、実際にはなりすましでは

ないが、何らかの実在するような政

党であったりグループと関係のない

アカウント、投稿者であるにもかか

わらず、いかにもそれをかたるよう

な形で何かを投稿しているような場

合についても、ディセプティブＩＤ、

欺瞞的なＩＤ、これを検知した場合

についても、削除を実施。 

・ただ、これはいろんな形で迂回す

るというようなことを先方もやって

おり、こういったものについては順

次対応していくということ、そして、

しっかりと我々のプラットフォーム

を守っていく。 

・③その時々の、特に地政学的な、

現状で言えば中東情勢であるとか、
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地政学上のトレンド等に関連したも

のについても、リアルタイムで対応

するように全力を挙げており、一例

としては、１０月７日を起点として

中東での情勢が緊迫した中で、ハマ

スのいろんな行動に端を発したもの

になるが、それ以降、実際のアカウ

ントとして対応したものが８０万ア

カウントある。 

・このような形で複層的に、政治的

なメッセージ、あるいはこれに関連

するなりすましであったり、偽のＩ

Ｄ、あるいはトロールファームを使

った偽のフェイクアカウント、こう

いったものについては鋭意対応して

いるというのが現状。 

・グレーバッジという国の機関から

のアカウントに関しては、グレーの

バッジをつける形で、なりすましを

されにくくするというような新しい

対応策等も実施。 

10.利用者からの通報受付体制につ

いて 

・なりすまし、プライバシー、詐欺・

不正などのポリシー違反がある場

合、ウェブサイトから簡単に利用者

は通報が可能。 

・YouTube に関してコミュニティガ

イドラインの通報を行うに当たって

は、ヘルプセンターも設けている。 

・なりすましや不正、詐欺等に関す

るポリシーに関して、アプリ上で簡

単に通報するフラグを立てることが

可能。 

・生成 AI を使った改変や合成に関

する通報に関しては、今後、苦情・

通報を行うためのウェブフォームを

より使いやすいように変更予定。 

（言及なし） （言及なし） （言及なし）  

11.IT 業界における共同の取組を成

功させ、継続させていくために重要

なことは何かについて 

（言及なし） ・グローバルでボーダーレスなオン

ラインサービスの一体性が保たれる

ようにすること（フラグメンテーシ

・現時点で申し上げることはない

が、引き続き政府や構成員等と連携

させていただければ。 

・マイクロソフトとしては、政府の

関与の必要性というところに対して

もオープンにしっかりと受け止めて
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ョンの回避）。 

・1つの企業が取り組むのではなく、

インダストリーで共通の歩み・協力

を進めること。 

・専門的な技術を持った者たちが検

討を進めていくこと。 

・テクノロジー企業だけでミスイン

フォメーションやディスインフォメ

ーションの問題を解決できるわけで

はないので、社会の各アクター（研

究者、市民社会、政府など）が連携

して課題に取り組んでいくこと。 

・今後、選挙に関する偽・誤情報に

ついて、政府とプラットフォームが

連携して啓発活動を行うことで、国

民全体に効果的に注意喚起すること

も可能なのではないか。 

いきたい。Tech Accord、もしくは、

これまでテック業界が構築したもの

としっかりと連携し協力していきた

い。 

・コンテンツの来歴、権威あるコン

テンツというところに対して、同じ

原則を適用して、信憑性のある情報

を提供するということをやっていき

たい。 

12.日本語のコンテンツへの対応状

況の集計・開示の可否について 

（言及なし） ・国の属性に関しては、単に日本語

であるかどうかということだけでは

特定できない。実際には日本語は世

界で使われているので、これを日本

だけの情報と特定することはできな

い。 

・海外でデータを生成して日本を対

象とする、あるいは逆に日本でデー

タを生成して海外だけを対象とする

（国内を対象としない）ということ

もあり得る。 

・日本語のコンテンツへの対応状況

に関する数字は現状出せない。デー

タログシステム自体をアップグレー

ド・強化していかないと難しい。 

（言及なし） （言及なし） （言及なし） 

13.日本語を母語とする／専門とす

るコンテンツレビュワーの人数につ

いて 

（言及なし） ・コンテンツレビューの対象は必ず

しも自分の理解できる言語だけとは

限らない。 

・コンテンツレビュワーのコミュニ

ティは世界 70言語を対象。その中に

日本語も含まれているが、日本語を

理解できるわけではないレビュワー

が実際には日本語のコンテンツを見

ているという場合もあり、日本語を

理解できる／日本語でサポートして

いる人員の数を必ずしも割り出な

い。 

（言及なし） （言及なし） ・まず各国等で具体的にＸがどのよ

うな形で利用されているのか、そこ

での具体的なポスト数であるとか、

こういったものを具体的に、あるい

は、その利用のされ方を分析した上

で、各言語に対応したモデレーター

の適正配置を行っているという状

況。 

・国ごとといっても、例えば、そこ

で英語という言語での利用がどのく

らいあるのかといったことも含め

て、ローカルな言語などの利用状況
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・人間によるレビュワーはかなり限

定的なリソースしかない。ポリシー

のエンフォースメントの 99%以上は

機械学習の AIツールによるもの。当

該 AI ツールの中に言語クラシファ

イアーというものがあり、日本語を

含む言語を分類できる。 

も含めて配置しており、そ各国での

人数での違いが出てきているという

ふうに御理解いただきたい。 

・資料のほうには具体的な数値を記

載しておらず、一旦セキュリティ及

びビジネス上の理由からということ

で公開していないという形に記載さ

せていただいているが、世界として

は２,０００名いるという状況。 

・ジャパンスペシフィックなところ

に関しまして、どの程度御共有させ

ていただくことができるかというこ

とに関しては、改めて持ち帰らせて

いただきたい。 

14.監督委員会への評価について  ・監督委員会（オーバーサイトボー

ド）の裁定・勧告について、Meta側

からは全く意見を言うことができな

い状態にしている。完全に独立した

組織。 

・資金提供はしているが、資金の用

途に関しては全く口出しできない形

になっている。 

・オーバーサイトボードが下す判

定・提言、例えばある情報が真実な

のかそうでないのかといったことに

関する判断は、むしろ民間の企業が

できるものではないと考えている。

オーバーサイトボードがガバナンス

を利かせてそういった判断を下せる

独立した機関になっている。 

・またポリシーとして個人の自由な

表現、意見の主張の自由も尊重しな

がら、かつ例えば安全性、個人情報

保護といったポリシーもきちんと遵

守する形で確立させようとしてい

る。 

・オーバーサイトボードが下した裁

定に関し、必ずしも Meta は同じ意見

であるとは限らないということにな

（言及なし） （言及なし） （言及なし） 
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るが、オーバーサイトボードは必要

な組織であり、特に国民や一般の

方々に説明していくという面におい

て非常に重要な役割をしていただい

ていると思っている。 

・もう一つ重要な役割として、オー

バーサイトボードは Meta が行った

対策・施策に対して控訴できる。 

15.自動モデレーション技術をすり

抜けてコンテンツが公開され、問題

となった事例について 

（言及なし） （言及なし） ・投稿時の審査だけでなく、一定数

の再生回数が進んだ動画についても

モデレーションを実施。 

・具体的な事例については回答を控

えさせていただきたい。 

（言及なし） ・特にＳＮＳだけではなくて、ウェ

ブサイト、インターネット全体に関

して、今未曾有の非常に厳しい課題

に全てのプレーヤーが直面。 

・これに対処するために膨大なコス

トが今必要になってきているという

状況。ＳＮＳだけではなくて、例え

ば、ｅコマースサイトであったり、

あるいは、レビューサイトであった

り、ウェブ全体、インターネット全

体を取り巻く問題であるというふう

に認識。 

・この問題に対処するためには、機

械だけ、あるいは、人手だけという

ことではやはり対応が現在できてお

らず、基本的には、人に対する人の

知識あるいはスキル、それと、機械

的な対応というものをやはり組み合

わせていく必要。 

・特にマシンの検知について重要な

のは、より早期の段階でこういった

ものを検知することがマシンの場合

はできるという可能性が高く、ここ

をまずマシンを活用し、さらにそれ

に対して人為的な対応、スキルを組

み合わせ、さらにこれに、検知する

マシンだけではなく、テクノロジー

的なツール、これを人為的なものに

組み合わせて最終的に対処。 

・当然、完全なものということは今

まだ実現していないし、もちろん誤
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検知というようなものもあると思う

が、これは今、例えばバッドアクタ

ーという、いろんなものを仕掛けて

くる人たち、あるいはグループに関

しては、様々な形でクラウドを利用

する、トロールファームをクラウド

で構築する、あるいは、それを利用

したりということで、広範な形のテ

クノロジーを利用したエコシステム

を介してこういったものを行ってい

る。 

・これに我々が対峙していくために

は、コストの問題、こういったもの

の調査、研究にも、コスト、効率と

いうところも含めて考えていく必要

があるのではないかと思うが、これ

が今グローバルな視点から見た現状

の状況。 

16.児童の保護に関する特別な配慮

（プロファイリング規制等）の有無

について 

（言及なし） （言及なし） ・偽・誤情報に限ると特別な機能等

はないが、そもそも年齢に応じて表

示されるコンテンツを制限。例えば

成人向けのコンテンツは 13 歳から

17 歳のアカウントを持つユーザー

は視聴できない。 

・16歳未満のユーザーが作成したコ

ンテンツはおすすめフィードの対象

外。 

・それ以外にも、ペアレンタル機能

や青少年保護のための啓発活動・イ

ベント等、様々な取組を行っている。 

（言及なし） （言及なし） 

17.コンテンツモデレーションの段

階ごとの線引きについて 

（言及なし） （言及なし） ・偽・誤情報が含まれている可能性

があるコンテンツを調査するチーム

が未確認情報だと判断したコンテン

ツには「信憑性未確認ラベル」を付

与、自動的におすすめフィードの対

象外になる。 

・おすすめフィードの対象外になる

ものは他にも多くある（陰謀論な

ど）。 

（言及なし） （言及なし） 
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18.警告ラベルの種類について （言及なし） （言及なし） ・主なラベルはコロナ感染症と選挙

に関して信頼できる情報にアクセス

できるもの。 

（言及なし） （言及なし） 

19.信頼できる情報を目立たせる（い

わゆるプロミネンス）取組について 

（言及なし） （言及なし） ・信頼できる情報（例えば省庁が発

表している情報など）に飛べる、あ

るいは選挙に関する情報に飛べるラ

ベルが存在。 

・災害情報に関しては偽情報云々以

前に、まずは正しく、今何が起こっ

ているのかという情報を TikTok 内

で見られる環境を作るのが大切。そ

こで、ウェザーニュースと連携し、

災害発生時の信頼性の高い情報の発

信源として、ウェザーニュースのラ

イブをずっと見られるような形にし

ている。 

・例えば日本国内で震度 5 弱以上の

地震が観測された場合、TikTokの日

本ユーザーに対し、自動的に緊急地

震速報をプッシュ通知。この通知を

タップすると、TikTokのライブスト

リーミング機能に遷移し、そこでウ

ェザーニュースのライブが見られ

る。 

・情報の完全性という点で２つ観点

があり、信頼性インデックス、信頼

性指標というもの、これはサードパ

ーティのニュースガード偽情報イン

デックス指標というものを用いてお

り、そういった情報を基に、信頼性

の高いものをランクを上げて表示。

緊急危機時、災害時や投票のときだ

けでなく、一般的に実施。 

・ヨーロッパでは、ウクライナの戦

争、選挙などがあったため、そうい

った指標を基に、情報源からの情報

を基に実施。 

・ファクトチェックの観点では、ク

レームレビューというものがあり、

外部のファクトチェックを行う組織

を使って確認。 

・我々のポリシーは、例えば、フェ

イクであったり、なりすまし、ＩＤ

自体が偽っている、こういったもの

以外については、基本的に、ほかの

アカウントを優先的に掲載、何らか

の形で優遇しているということは一

切行っていない。 

・ただし、政府関係、公共の政府、

あるいは、警察、消防等、災害の場

合については、こういったものにつ

いては、特別なグレーバッジを提供

するという形で閲覧していただける

ようにしているが、それ以外につい

ては、特にファクトファインディン

グの団体であったり、大手のメディ

ア様であったり、こういったところ

を特に優先しているということは一

切ない。 

・例えば、コミュニティノートの中

で、実際に情報を検証したりという

ことで、ボランタリー、任意でいろ

んな形でこういう情報提供したり、

チェックをしている、ここは実は既

存のそういうファクトチェックをす

る団体よりも早かったりといったこ

とも実際に発生している。 

・結論として、そのような形で、特

に大手のメディア、あるいはファク

トチェッカーの団体様であったり、

そういったところに特別な優先度を

御提供しているということはない。 

20.国内の研究者への API 等を用い

たデータ開示に係る課題・悩み・連

携可能性等について 

（言及なし） （言及なし） ・API は欧州・米州で先行して公開

しているが、現時点では非常に限ら

れた研究者のみという公開になって

おり、日本も含むそれ以外の地域に

関しては現在できる方向で検討中。 

・持ち帰って、また別途回答させて

したいが、全体的に幅広く連携をし

ており、一貫してコラボレーション

は進めていきたい。 

・具体的に条件であったり、我々の

想定している条件等については、書

面という形で用意はできるので、後

ほど提供したものを御参照いただき

たい。 
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・ここ一、二年、特に新しい項目と

して、具体的にＡＩのトレーニング

にこういったものを活用していくと

いうこと、ＡＩのモデルへの活用と

いうところが、研究者の皆様方につ

いても非常に興味がおありの部分で

あるかと思うが、新しい１つのテー

マとして、ＡＰＩの公開に関しまし

ても、慎重に我々も考えていかなけ

ればいけない、新しい項目であろう

かと認識。 

・長期的に学術界の皆様方とも連携

していくということについては、

Twitter の時代から、現在も引き続

き我々の一つの基本的な考え方。 

・ＡＰＩに関しましては、例えば、

今取り組んでいるものとしては、無

償でＡＰＩを公開していく。 

・公共サービス、公共交通サービス

などが一例になるが、こういった部

分については、ＳＮＳと公共の交通

サービスが連携していけるような形

で、無償でこちらを公開するという

ことを、既に実施。 

・我々のＳＮＳとコミュニティの公

のサービスが連携するということに

よって、さらに様々なものが改善し

ていっていただくというのが一つの

方向性で、これについては無償で御

提供。 

・Twitter については、これは少し財

務的な状況、そういった変遷、経緯

があったということは否めない分は

あるが、今こういったものはまた状

況が変わってきており、改めてまた

長期的な取組を行っていきたい。 

・ＡＰＩだけではなく、２点、デー

タソースとして御提供しているもの

も紹介。 
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・①コミュニティノートのデータ。

アーカイブという形で、研究をされ

ていらっしゃる研究者の皆様方にも

公開。御活用いただくことが可能。 

・②アルゴリズムのソースコードに

ついても GitHubから、ダウンロード

してアルゴリズムを御利用いただけ

る状態。 

・この手のアルゴリズムで、こうい

う形でダウンロードしていただいて

利用していただけるという体制にし

ているのは、恐らく我々だけではな

いのかなというふうに自負してお

り、ＡＰＩ以外のものについても、

鋭意、我々のできる範囲の中で、デ

ータ、情報等については公開したい。 

21.日本国内で選挙や自然災害時に

実施した対応及びその効果 

（言及なし） （言及なし） ・能登半島地震のときもそうだった

が、災害時にはモデレーションチー

ムの中で情報共有を行っている。こ

のような視点で見ていきましょうと

いうことを確認。 

・能登半島地震のときには偽・誤情

報を含むコミュニティガイドライン

の一斉確認も実施。これは通常のプ

ロセスに上乗せするもの。 

・関連して、危険なキーワードやハ

ッシュタグのモニタリングを強化。 

・地震に関するコンテンツについて

は、審査する際に特に偽・誤情報が

含まれていないのかということに注

意を払うようにという指導も入って

いる。 

・選挙のときも、災害時のように特

別な対応をするというのはあり得

る。今後のさらなる取組として、米

国では選挙に関する信頼できる情報

を整理したページを政府や政府に近

い NPO が作成しており、ラベルから

リンクさせやすい。日本でもそのよ

（言及なし） ・災害、あるいは、選挙期間につい

ては、通常とは違う事態であったり

状況だと考えており、ここに合わせ

た特別な対策を基本的には切り分け

て実施。 

・３段階の、３Ｔｉｅｒという呼び

方をしているが、３層に分かれた対

策を実施。①人為的な対応、②ポリ

シーの設定、③プロダクト上の対応

と、３階層で対応。 

・①人員の部分については、災害あ

るいは選挙等に関しては、具体的に

専任のチームを編成し、２４時間、

常に無休で対応、ここにはマシンラ

ーニングのモデルを活用したり、こ

ういったものも含めて、稼働し、十

分な対策を取れるような体制を実

施。 

・②ポリシーにつきましては、選挙

あるいは災害が発生したときに対応

する専用のポリシー、あるいはルー

ルを策定。 

・具体的には、例えば、選挙につい
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うな選挙情報に関し、特に信頼でき

る情報が集まった場所を、政府ある

いは関連する機関でまとめていただ

けるようなことがあると、プラット

フォームの方でも、それにユーザー

がアクセスできるような仕組みを作

り上げていくという連携ができるの

ではないか。 

ては、選挙関連、あるいは政治的な

関連と思われる広告であるとかにつ

いては、こういったルールを適用。

ここについても、ポリシーに対応す

る、運用するための人材を配置し、

マシンラーニングなどのテクノロジ

ーも活用して対応。 

・③プロダクトについても、ここを

改変し、強化をするということによ

って、この機能を強化していく。 

・例えば、マシンラーニングであっ

たり、あるいは、ヒューリスティッ

クなという言い方をしているが、こ

ういった形で、十分に具体的にどの

ようなコンテンツがどのようなもの

なのかということの判定も含めて、

対応できるようなプロダクト上の改

定なども鋭意実施。 

・人為的な対応、ポリシーの設定、

プロダクトの改定、こういった３層

にわたる取組を、緊急事態であった

り選挙等については別途行っている

という状況。 

22.選挙期間中にコンテンツの削除

の判断をするために必要な期間につ

いて 

（言及なし） （言及なし） ・選挙等を含めた偽・誤情報につい

てもコミュニティガイドラインに含

まれている。コミュニティガイドラ

インや、実際のモデレーターが従っ

ているさらに細かいルールをきちん

とローカルの文脈でかみくだいて、

モデレーターが理解して対応してい

くというところを強化。したがって

モデレーターも選挙等への対応は常

にできる状況。 

・削除等に関する期間は現時点で一

定のものが公表できるものではな

い。 

（言及なし） （言及なし） 

23.検索サービスでのモデレーショ

ンに関する日本の状況について 

   ・言語等を理解したローカルの方々

との連携が重要である認識。 

・LinkedInは、ファクトチェックと
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いう機能があり、各国の言語をしっ

かりと理解した国内のファクトチェ

ックチームの方々から直接フィード

バックを得るということを実施。 

・クレームのレビューのプロセスだ

けではなく、ローカルのチームのレ

ポート、ファクトチェッキングを合

わせることで、どのような課題があ

るのかをしっかり理解し、改善に努

めている。 

・日本だけではなく、様々な国にお

いて、データソース、さらに多くの

情報源をつなげていく、その情報源

との連携を改善するように努めてい

る。この情報源というのが信頼でき

る、かつ権威ある情報源であり、よ

り多くつなげていうことで、さらに

信頼ができる、そして、様々な多様

性の視点から、特にこのような危機

的な情報、災害があるような状態に

おいて、エコシステムに対して信頼

できる情報を展開する、そのような

取組を実施。 

・特に災害時においては、偽情報・

誤情報というのは混乱ですとかを招

きかねないため、そのような局面に

おいては、特に信頼できる情報を展

開するべく、より多くの情報源と連

携をしていく。 

24.ニュースフィードのパーソナラ

イゼーションについて 

（言及なし） （言及なし） （言及なし） ・アルゴリズムの選択については、

ユーザー側でアルゴリズムの選択は

不可能。 

・どういったアルゴリズムが使われ

ているかについても、幾つか複数の

要素が絡み合っており、実際どのよ

うに行われているか確認をして、フ

ォローアップとしてお話したい。 

・アルゴリズムの選択はできない

が、例えば、どういったトピック、

（言及なし） 
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どういった分野の情報を出したいか

というような選択をすることは可

能。例えば、旅行といったような興

味のある分野に関しての情報を出す

といった選択をすることは可能。 

25.検索エンジンにおける、情報の信

頼性の確保について 

（言及なし） （言及なし） （言及なし） ・Ｂｉｎｇは、最も信頼ができる信

頼性の高いサーチエンジンであると

自負。他社製品に関しては、我々と

しては、Ｂｉｎｇが最も信頼に足る

ものだと認識。 

・トラストワージネスインディケー

ター、信頼性のインディケーターと

いうものがあり、それを基にＥＵへ

報告をしているのは、マイクロソフ

トのみで。 

・検索だけではなく、その他の製品

に対しても取り入れており。ドメイ

ンレベル、メディアレベル、また、

情報源のレベルにおいてシグナリン

グを収集して、信頼性を確認すると

いうのがやはりユーザーにとっては

とても重要。単にファクトチェッキ

ングをするだけではなくて、様々な

レベルにおいてシグナリングをもっ

て信頼性を確認し、担保するという

取組を実施。 

・それにより、例えば、信頼性があ

まり高くないような情報に関して

は、透明性がこれだけ担保されてい

ないので、こういった面で信頼性が

あまりないというような情報を開示

することで、それを基にユーザーの

ほうでナビゲートするといったこと

も可能。 

・情報源が信頼に足るものなのかど

うかというところの担保に関して

も、とても重要で、Ｂｉｎｇだけで

はなく、ほかの製品群に関しても、

そういった情報をユーザーに提供す

（言及なし） 
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ることで、その理解を基に情報を得

て、それを表現の自由に生かしてい

ただくように取り組む。 

26.外部からの情報提供の重要性、日

本における取組への影響について 

（言及なし） （言及なし） （言及なし） ・いろいろな様々な要素、要因があ

って、それを基にサーチの結果を示

し、それを基に権威あるものである

かというような判断をしているとい

う話をしたが、サードパーティのデ

ータは、もちろん重要ではあるが、

それが基で決定的なものになるとい

うことではなく、たくさんあるファ

クター、シグナルの一つ。 

・例えば、選挙に関連する権威ある

情報ということに関しては、選挙、

実際に選挙を運営している当局と、

直接そこに情報を取りに行って、正

しい直接の情報、最新の情報を確認

して、それをトラストシグナルとい

う形で反映しながら表示。 

・常に追加のデータソース、データ

源というものをグローバルで模索し

ており、日本においても、幅広いと

ころで、この追加の情報源を得なが

ら、信頼できる情報提供をしていき

たい。 

・一つの情報源だけでなく、複数か

ら情報源を得ていくというところが

非常に重要。例えば、最近、Reporters 

Without Borders という組織とパー

トナーシップを組み、ここがその信

頼性の評価なども行っている。こう

いったコラボレーションや、情報源

との提携・連携を今後もさらに拡大

し、進めていきたい。 

（言及なし） 

27.コンテンツモデレーションの機

能の有効性を社内で評価する取組に

ついて 

（言及なし） （言及なし） （言及なし） ・LinkedIn、Microsoft Start に関

しては、我々のほうでそのようなレ

ポートをして、我々自身のトランス

ペアレンシー、また、我々自身の評

価がどういったレベルで行っている

（言及なし） 
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のかといったメトリックスも収集し

ながら、評価、そして、アセスメン

トを実施。 

・例えば、フェイクアカウントやな

りすまし、偽情報といったものに関

しても検知を行っており、９９.６％

が自動で検知され、対応。ユーザー

側からレポートされる前に検知がで

きたものが９９.７％ということで、

そのような形で、継続的に計測、そ

して、評価、アセスメントを我々と

しては行うことで対応を実施。 

・コンテンツモデレーションのポリ

シーがどれだけ有効かというものに

関しても、我々のほうで評価し、そ

れを Transparency Report として展

開。 

 

28.コミュニティノートを実際に導

入した前後で、偽・誤情報の流通・

拡散状況に何らか影響 

（言及なし） （言及なし） （言及なし） （言及なし） ・効果自体については、具体的に検

証できつつあると考えており、フォ

ローアップ自体が３５％、あるいは、

具体的なシェアであったり、こうい

ったものが大幅に低下するというよ

うなところも確認。 

・この部分については、さらに推移

を見ていきたいと思うが、効果は基

本的には定量的にも表れているとい

う認識。 

29.コミュニティノート等、ボランテ

ィアベースの取組の限界について 

（言及なし） （言及なし） （言及なし） （言及なし） ・この数年という時間軸で、非常に

スローなペースで徐々に拡大。この

拡大のペースが今スローだというの

は、まさしく、ボランティアの皆さ

んに依存しているということもあ

り、ただ、考えられるようなバイア

スであったり、こういったものを当

然検知し防いでいく。あるいは、返

していくということも当然必要にな

るので、そういったものも含めて、

これまたスローペースで拡大をして
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きている。 

・一つの重要なポイントというの

は、アルゴリズムだと思っている。

このアルゴリズムによって、具体的

な、我々側のほうから今度はスクリ

ーニングをして、バイアスであった

り、こういったものを防いでいくと

いうこと、ここが一つ重要。 

・もう一つは、具体的なデータ、特

にコードを公開する、パブリッシュ

するということが非常に重要。公開

すると同時に、こういったコードで

あったり、アルゴリズムについても、

透明度を持って、トランスペアレン

トな形で改善をしていくというこ

と、ここが非常に重要。 

・これによって、具体的なユーザー

の皆様、それから、学術関係の各先

生方も含めた皆様方に公開し、公開

した形で改善をしていくということ

によって、公正な形でバイアスを避

け、さらに、こういった協力者、ボ

ランティアのベースも拡大していく

ということができるのではないか。 

・また、公開することによって、常

にこれをリアルタイムでモニターを

して、問題点については対処がすぐ

できるような形としていきたい。 

・実際には、民主化、デモクラタイ

ゼーションというところを旨として

いるが、その一方で、我々自身が何

らかの問題については、これを守っ

てガードしていく義務も当然そこに

あると考えており、その中で、この

アルゴリズムを公開し、常に皆様方

にモニタリングしていただく中で、

公開し、改善していけるような、そ

ういう体制を持つということが、非

常に重要なアプローチ。 
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30.スパムと分類された投稿の中に、

誤情報あるいは虚偽情報に該当する

件数について 

（言及なし） （言及なし） （言及なし） （言及なし） ・具体的数字の内訳の中で、どの程

度が偽・誤情報に関わるものだった

のかという部分は、ぱっと出せるも

のもなく、また、偽・誤情報に係る

ものが、必ずしもこのポリシーによ

って対応されないケースもある。 

・２０２２年から２０２３年に対し

て 、 Platform manipulation and 

spam policy のバイオレーションの

数字が一気に上がったのは、弊社側

でそういったものを、いわゆるバッ

ドアクターをどのように取り締まる

かというところの対応をかなり強化

した。 

・イーロン・マスク自身がｂｏｔを

非常に嫌っているところがあり、彼

のこれにかける情熱というのはすさ

まじい。さんざんユーザーの皆様か

ら文句を言われたようなこともあっ

たが、例えば、ベリフィケーション

のプロセス等、始めるに当たって

様々なコメントはあったが、そうい

ったことが今確実にここに効き始め

ているのかなと思うし、ポリシーだ

ったりディテクションの観点でも、

ＡＩ等を使ったりしながら、確実に

数字は強まっている。 

・２０２３年という年が、ＬＬＭが

非常に躍進した年だったのかなと思

っており、そういった点で、バッド

アクターが非常に増えたという外的

要因もあった。 

31.コミュニティノートの運用の透

明性について 

（言及なし） （言及なし） （言及なし） （言及なし） ・コミュニティノートの参加につい

ての基準というのは、明確な基準を

持っている。 

・決して何らかの形でペイドユーザ

ーだけということではなく、そちら

のページにアクセスをしていただ

き、詳しい基準、条件等が記載して
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いるので、ぜひ御参照いただきたい。 

・コミュニティノートの担当ＶＰ

が、どういった課題感が考えられる

のかみたいなところで、各マーケッ

トによってひょっとしたら違う状況

があるのかもしれないというような

ことも言っており、何か気になる箇

所があれば、その辺りを例えば調査

をしていく等、何らか御教示いただ

けると非常にありがたく、弊社側で

も御協力できることがないかなとい

うふうに模索している。 

32.コードを公開することによる一

般利用者へのリーチについて 

（言及なし） （言及なし） （言及なし） （言及なし） ・一般のユーザーにとってこれが分

からない、専門的なものだという御

指摘についてはおっしゃるとおり。 

・タブについても、フォーユーとい

うものと、アカウントをフォローの

タブがあるが、その間の部分という

のは必要なのかもしれないし、確か

に、今のアルゴリズムのコーディン

グについては、そこの専門家の方で

あったり、あるいは、そこに関連す

るエンジニアの方向けということに

なるので、現状ではそのようになっ

ているという認識。 

 


